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1は じめ に
これ まで管理 会計の領域 におい ては,新 しい管理 会計 システムや意思決 定モ
デ ルの開発や提 案が なされる ことが あって も,そ れ らを実際 に組 織 にお いて ど
の ように導入す るのか とい う問題 は重視 されて こなか った。 これ は管理 会計 シ
ス テムの革新や導 入 に関 して,技 術 的な側面が過 度に重視 され,ま た導 入の問
題 よ りも組織 におけ る管理 会計 システムの選択 の方 に研 究上 の重 きがお かれて
きたためで ある と考 え られる。
しか し,近 年,欧 米 を中心 と して,管 理会計 の領域 において導入問題 に対す
る関心 が高 まってい る。特 に,1980年代の後半 か ら新 しい原価 計算 システ ム と
して 注 目 さ れ て い るABC/ABM(Activity-basedcosting/Activity-based
management)に関 して は,実 証研究 も含 めて数多 くの導入研 究が行 われてい
る(Cooperetal.,1992;Anderson,1995b;Innes&Mitchell,1995;Shields,
1995;Swenson,1995;Shields&McEwen,1996;Foster&Swenson,1997;
Gosselin,1997;Malmi,1997;McGowan&Klammer,1997;Krumwiede,1998;
Anderson&You.ng,1999)。
この よ うに導入研 究 が盛 ん に行 われ る ようになっ た背 景 には,「管 理会 計の
遅 れ(managementaccountinglag)」とい う現象 が広 く一般 的 に認識 され る
よ うに なった ことが ある。「管理会計 の遅 れ」とは,理論 的に優 れ てい るとされ,
一般 的 に もベ ネ フィ ッ トが認識 されてい る管理 会計 システムについ て,実 務 に
定 着 しな い,あ る い は 定 着 す る の に 時 問 が か か る とい っ た現 象 で あ り,
〔253〕
254 商 学 討 究 第50巻 第2・3号
ABC/ABMに つい て も多 くの論 者 に よって指摘 され てい る(例 えば,Innes
&Mitchell,1991,1995;CooperetaL,1992;CobbetaL1993)。
そ こで本論 文 では,近 年,盛 んに行 われて いるABC/ABMの 導入 に関す る
先行研 究 を手が か りとして,「管理 会計 の遅れ」 とい う現 象 の性 格,管 理会計
にお ける導入研究 の特 徴や意 義,研 究 を行 う上で の課 題,さ らにその限界 な ど
につ いて考察 してい く。
∬ 導入問題に関する従来的思考と導入研究
1導 入問題に関する従来的思考
なぜこれまで管理会計の領域において,導入問題があまり重視 されてこなか
ったのであろうか。 また 「管理会計の遅れ」に対 しては,こ れまでどのような
説明がなされて きたのであろうか。管理会計における導入問題に関する従来的
な考え方 としては,技 術的思考及び経済的合理主義の2点 について指摘するこ
とがで きる。
まず技術的思考 とは,管 理会計 システムの革新について,技 術的な側面を重
視する考え方である。技術的思考によれば,管 理会計 システムの革新 は,技術
的な革新(technicalinnovation)であるとみなされる。そのため管理会計 シ
ステムの導入を成功 させ るためには,何 よりも当該システムに関する技術的な
知識に精通し,優れたシステムを設計 し構築することが重要であるとみなされ
る。また組織内部に当該システムに関する技術的な知識の蓄積がないとすれば,
外部のコンサルタントや優iれたソフ トウェアパ ッケージを利用することが導入
の成功要因であるとみなされる。 このような技術的思考によれば,管 理会計シ
ステムの導入に失敗 したとしても,その原因はシステムの技術的な側面 に問題
があるとされ,技 術的な問題さえ解決で きれば,導 入を成功 させることがで き
るとみなされる。このように技術的思考の下では,「管理会計の遅れ」が純粋
に技術的な問題であるとみなされるのである。
ついで,管 理会計において導入問題が軽視 されてきた背景にある考え方とし
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て,経 済的合理主義をあげることができる。経済的合理主義 とは,組 織が経済
合理的な意思決定を行 うことによって,管 理会計 システムの選択を行 うという
考 え方である。例えば,1970年代に管理会計にも大 きな影響を及ぼ した情報経
済学 によれば,情 報のコス トが明示的に考慮され,情 報システムの選択は,情
報から得 られるベネフィットと当該情報を収集するためのコス トの両方を考慮
して行われるとされる。 したがって,仮 にある組織において,新 しい管理会計
システムが採用 されていないとしても,その方が当該組織において経済的なメ
リットが大 きいためであるとみなされるのである。
また,同 じように管理会計研究 に大 きな影響 を及ぼ したコンティンジェン
シー理論(contingencytheory)においては,組 織における管理会計 システム
は,組織の直面 している環境や戦略によって規定 されるとみなされる。すなわ
ち,組織 は環境や戦略によって課されるニーズに応えるために,経 済合理的な
意思決定を行うことによって,適合的な管理会計 システムを採用するのである。
また,一 旦採用の意思決定がなされれば,導 入自体は,合 理的なプロセスによ
って速やかに行われるものと考えられている。
このように情報経済学及びコンティンジェンシー理論といった経済的合理主
義の下では,「管理会計の遅れ」がみ られたとしても,そ れは組織 の経済合理
的な意思決定の結果であるとみなされ,導 入自体が問題 とされることはないの
である。
2従 来的思考の限界と導入研究
しかし,技術的思考及び経済的合理主義 という従来的な思考によって,「管
理会計の遅れ」 という現象の全てが説明されている訳ではない。 この点,ま ず
技術的思考に関していえば,管理会計システムの技術的な側面に問題があると
すれば,優 れたソフトウェアパ ッケージや外部のコンサルタントの専門知識を
利用することによって,導 入が成功 し,「管理会計の遅れ」 は解消 されるはず
である。 しか し,実際には,優iれたパ ッケージソフ トや外部コンサルタントを
利用することによって優れたシステムを設計 したか らといって,全 ての組織が
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システムの導入に成功 しているわけではない(Cooperetal.,1992)。したがっ
て,優 れたシステムを設計 し構築することは必要条件ではあるが,十 分条件で
あるとはいえないのである。
また数多 くの企業が,現 在の管理会計 システムに対 して不満 をもち,新 しい
システムのメリットを十分に認識 し,導入の意思決定を行ったにもかかわらず,
実際に導入するプロセスにおいて,中断 した り,あるいは断念 した りしている。
これらの企業では,経 済的な観点か ら新 しい管理会計システムの導入の意思決
定が行われたにも関わらず,そ の後の段階で導入に失敗 しているのである。
以上のことは,従 来的な思考によって管理会計システムの導入が十分に説明
がなされないことを示 している。このことが 「管理会計の遅れ」 を生 じさせる
一つの原因になっているものと考えられ,現在行われている多 くの導入研究に
おける共通した問題意識にもなっている。 したがって,現 在行われている管理
会計における導入研究 とは,「管理会計の遅れ」に対 して技術的思考及び経済合
理主義 といった従来的な思考にとって代わる,もしくは補完するための新たな
説明を試み,導入 を成功 させるための条件 を明らかにしようとする研究である
ということができる。
皿ABCIABMの基礎概念 と導入の現状
1ABC!ABMの基礎概念
ABC/ABMが提唱されるようになった背景には,今 日的な製造環境の下で
伝統的原価計算システムによって算定される製品原価が著 しく歪められている
ということが一般に広 く認識 されるようになったことがある。今 日的な製造環
境は,FA化 やCIM化によって製造原価に占める間接費の割合が著 しく増大
している。その上,こ れ らの間接費の多 くは,必 ず しも操業度に比例 して増加
するわけではなく,製品の異質性や製造プロセスの複雑性によって増加するも
のである1)。したがって今 日的な製造環境の下で,操 業度関連の尺度によって
間接費の配賦を行 う伝統的原価計算が適用 されれば,生 産量の多い製品に対 し
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ては過大な間接費が,一 方生産量の少ない製品に対 しては過小な間接費が配賦
されることになり,正確な製品原価 は算定されない。このように伝統的原価計
算システムによって歪められた製品原価情報は,各 製品の収益性,セ ールス ・
ミックス,外注など経営上の重要な意思決定を誤 らせる危険性をあることから,
その欠点を克服するもの として,ABC/ABMが注 目されるようになったので
ある。
ABC/ABMでは,製 造間接費を配賦するためのコス ト・プールとして,ア
クティビティ(activity)という概念が用いられる。アクティビティとは,「顧
客のための価値 を創造 し届けるための特定のタスク」である2)。ABC/ABM
においては,「個々のアクティビティが資源を消費 し,製 品がアクティビティ
を消費する」 とみなされ,ア クティビティ毎に固有のコス ト・ドライバーが設
定される。
ABC/ABMにおける製造間接費の配賦は以下のような手続 きで行われる。
まず第1段 階として,費 目別に認識 された製造間接費が,コ ス ト・プールとし
てのアクティビティ毎にアクティビティ ・コス トとして集計 される。ついで,
第2段 階 として,集 計 されたアクティビティ ・コス トが,ア クティビティ毎に
設定されるコス ト・ドライバーを基準 として,各 製品に対 して配賦される。こ
の点,製 造間接費をコス ト・プールとしての部門に集計 した後で,操 業度関連
の基準によって製品に配賦する伝統的原価計算 とは対照的であるが,コ ス ト・
ドライバーが異 なるアクティビティ毎に間接費の配賦を行 うことによって,よ
り正確 な製品原価 の算定が可能になるとされる。
以上のように初期の議論においては,間 接費の配賦の精緻化 を行 うことによ
って正確 な製品 原価 を算 定す る とい う点 が強調 されたが,次 第 にABM
1)例 え ば,Foster&Gupta(1990)やAnderson(1995a)
2)ア ク テ ィ ビ テ ィ に つ い て は 階 層 性 が 認 識 さ れ る 。 こ の 点,Cooper(1990)では,工
場 に お け る ア ク テ ィ ビ テ ィ に 関 して,製 品 単 位 レ ベ ル の ア ク テ ィ ビ テ ィ(Unit-
levelactivities),バッチ レベ ル の ア ク テ ィ ビ テ ィ(Batch-levelactivities),製品
維 持 の た め の ア ク テ ィ ビ テ ィ(Product-sustainingactivities),工場 維 持 の た め
の ア ク テ ィ ビ テ ィ(Facility-sustainingactivities)とい う 分 類 が な さ れ て い る 。
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(Activity-basedManagement)として,ABC情 報が製品やサービスの価値
の改善やコス トの継続的な削減等の目的で利用 されるようになる。例えば,
ABMのおいては,ア クティビティ分析 を通 じて,価 値 を生み出すアクティビ
ティと価値を生み出さないアクティビティが区別され,後 者については改善 さ
れるか,あ るいは排除される。 こうしたアクティビティの改善や排除による成
果は,ABC情 報によってのみ把握されるのである。
以上がABC/ABMに関する基本的な説明である。ABC/ABMに関する初
＼一
期の議論は,少 数の成功事例に基づ く規範的な議論が中心で,ま た製造企業を
想定 した議論が多 くなされた。 しかし,近年ではABC/ABM研究にい くつか
の新展開がみられ,本 論文で取 り上げている導入研究 もその中の重要な流れの
1つを形成 している3)。
2ABCIABM導 入の現状
次 に,ABC/ABMの 導 入の現状 についてみ てい く。まず英 国 に関 して,1990
年 に英 国の管理 会計士 を対象 に実施 されたサ ーベ イ調査 に よれば,ABCを 実
施 してい るのは,187社中,11社 に過 ぎない とい う結 果が示 されてい る(lnnes
&Mitchell,1991)。また,そ の後1994年に実 施 され たサーベ イ調査 によれば,
現在ABC/ABMを 利用 してい るの は,251社中,49社(19.5%)と増加 してい
るが,現 在利用 して いる とい う企業 において も,そ の利用 の範 囲が 限定的であ
る とい う調査 結果が示 されてい る(lnnes&Mitchell,1995)。
米 国の状 況 に関 して,1993年に行 われ たサ ーベ イ調査 によれ ば,27%の 企
業 が実際 にABCを 採 用 してお り,38%の 企業 が今後 の採用 を考慮 している と
い う結果が示 されて いる(Shim&Sudit,1995)。一方,Ness&Cucuzza(1995)
では,ABC/ABMの 導 入の意 思決定 を行 った米 国企業 の10%のみ が利用 し続
けてい るに過 ぎず,他 の90%以上 の企業 は,ABC/ABMの 利 用 を途 中 で中断
す るか,も し くは断念 してい ると推計 されて いる。
3)ABC/ABMに 関する議論の新展 開として,ABC/ABMの 適用範囲の拡大,規
範的理論の実証,導 入研究という3つ の流れを認識することがで きる。
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以上のことか らも分かるように,ABC/ABMに関 しては数多 くの成功事例
が報告 され,そ のメリットが広 く認識されているにも関わらず,そ の普及の速
度は必ず しも速いとは言えない。 このことが 「管理会計の遅れ」 として認識 さ
れているのである。
]VABCIABM導入に関す る先行研 究
1ABCIABM導入に対する抵抗と行動的 ・組織的要因
初期の議論において,ABC/ABMの導入の成功要因 として重視されたのは,
やはりABC/ABMシステムの技術的な側面であった。すなわち,従 来的な技
術的思考に基づいて,ABC/ABMが技術的な革新であるとみなされ,ど のよ
うなアクティビティやコス ト・ドライバーを選択するのか,他 の会計 システム
とどの程度統合すればよいのか,ス タン ドアローンによるのか,統 合 システム
とす るのか,市 販のソフ トウェアを利用するのか,そ れ ともカスタム ・ソフ ト
ウェアを利用するのかなど,ABC/ABMシステムの技術的な構造や設計が問
題 とされたのである(Shields,1995)。
しか し,技術的に優れたABC/ABMシステムを構築 したからといって,導
入が成功するわけではない。8社 のケースス タデ ィを行 ったCoopereta1.
(1992)では,ABC/ABMプロジェク トには,モ デルの設計 ・構築に関わる
分析プロセス と分析 に基づ き実際に行動 をとる行動プロセスがあるが,多 くの
企業が分析のプロセスにとどまっている原因として,ABCシ ステムの設計 よ
りも,考 え方や意思決定を変化させるための組織上の準備が不十分であること
が指摘 されている。また,Shields(1995)及びShields&McEwen(1996)
においても,こ れまで技術的な側面が過度に重視されてきたことが,多 くの企
業がABC/ABMの導入に失敗 している原因であると指摘 されている。
そこで,従 来的な技術的思考に代わるものとして近年注 目されているのが,
ABC/ABMの導入に対 しては様々な抵抗が伴 うことか ら,導入を成功 させる
ためにはそうした抵抗を克服 しなければならないという見解である(Shields
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&Young,1989;Cooperetal.,1992;Argyris&Kaplan,1994)。ABC/ABM
の導入 に対 して抵抗 が伴 うのは,管 理会計 システ ムの革新が,単 な る技術 的革
新 では な く,組 織構 造 や管理 プ ロセス に関わ る管 理 的な革新(administrative
innovation)である こ とに関連 してい る(Shields&Young,1989)。特 に,管
理会計 システ ムの変 更は,個 人,製 品,プ ロセスの業績 評価 に直接 的 な影響 を
及 ぼす ことか ら,単 な るサ ブ システ ムの変更 にと どまらず,組 織 全体 に対 して
大 きな影響 を及 ぼす。そのた め管理 会計 システムの変更 には,個 人,グ ループ,
組 織 全 体 な ど組 織 の 全 て の レベ ル に お い て,強 い 抵 抗 を 伴 うの で あ る
(Shields&Young,1989;Argyris&Kaplan,1994)。また 管 理 会計 シス テ
ム は,組 織 内部 におけ るパ ワー関係 を規 定 してい る。 したが って,管 理会計 シ
ステ ムの変 更が組織 内部のパ ワー関係 に影響 を及ぼす ため に,政 治的な理 由に
よる抵抗 も伴 う(Markus&Pfeffer,1983;Malmi,1997)。
そ こでABC/ABMの 導入 に対す る抵抗 を克服す るため には,導 入 プ ロセ ス
にお ける行動 的及 び組織 的 な要 因 を上手 くコン トロールす ることが重 要であ る
とされ る(Shields&Young,1989;Argyris&Kaplan,1994)。この 点,先 行
研 究 におい ては,ABC/ABM導 入 の成功 に影響 を及 ぼす 行動 的 ・組織 的 な要
因 と して,以 下の よ うな要因が指摘 され て きた。
まず,多 くの企 業 におい て,ABC/ABMに 対す る トップマ ネ ジメ ン トの コ
ミッ トメ ン トが低 い こ とが,導 入が 失敗す る原因 になってい る。 これは トップ
マネ ジメ ン トの支援が得 られ ない ことによって,必 要 とされ る人員,時 間,資
金 な どの資源が確 保 で きず,ま たABC/ABMに 対 す る組織 的 な抵抗 を押 さえ
る ことが で きないた めであ る。 したが って,ABC/ABMの 導入 に際 して,ト
ップマ ネジメ ン トが十分 な資源 を確保 す るためのスポ ンサー とな り,ま た従業
員 を説得 し組織 的 な抵抗 を克服す るための強 い リー ダー シ ップ を発揮 す るこ と
が重 要 な成功要 因 となる(Shields&Young,1989;Argyris&Young,1994)。
また,ABC/ABMの 利用者 であ る従 業員 の コ ミッ トメ ン トを高め る こと も
重 要 な成 功要 因 であ る(Shields&Young,1989;Argyris&Kaplan,1994)。
ABC/ABMの 利 用 者 で あ る従 業 員 の コ ミ ッ トメ ン トを高 め る た め に は,
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ABC/ABMの 必要性 とベ ネ フィ ッ トに関 して,従 業 員 に対 して継続 的 に教 育
活 動 を行 う こ とが 重 要 で あ る(Shields&Young,1989;Argyris&Kaplan,
1994)。また,ABC/ABMシ ステムを業績評価 及び報酬 に リンクさせ る ことも,
従業 員 の行 動 を変更 させ,ABC/ABMに 対す るコ ミッ トメ ン トを高め る上 で
重 要 で あ る と さ れ る(Shields&Young,1989;Shieids,1995)。さ ら に,
ABC/ABM導 入 プ ロ ジェク トに従 業員 を積極 的 に参 加 させ る こと も,彼 らの
コ ミ ッ トメ ン トを 高 め,変 革 の プ ロ セ ス を促 進 す る と指 摘 さ れ て い る
(CooperetaL,1992)。
その他 に も,競 争戦 略 との リ ンケー ジ,非 会計 担 当者 の オーナー シップ,
ABC/ABM導 入 の 目的 に対す る コ ンセ ンサ ス と明瞭 さ等 が,ABC/ABM導
入 の成 功 要 因 として指摘 され て い る(Shields&Young,1989;Cooperetal.
1992;Argyris&Kaplan,1994;Ness&Cucuzza,1995;Shields,1995)。
導 入 プロセス にお ける行 動 的 ・組 織 的な要 因がABC/ABM導 入 の成功 の程
度 に対 して及 ぼす影響 につい ては,多 くの実 証研 究 も行 わ れて きた(Shields,
1995;Foster&Swenson,1997;McGowan&Klammer,1997;Krumwiede,1998
;Anderson&Young,1999)。例 えば,ABC/ABMの 導入 に関す る最初 の本 格
的 な実証研 究で あ るShields(1995)では,パ ッケー ジソ フ トや外 部 コ ンサル
タ ン トの利用等 の技 術的 な要 因 よ りも,ト ップマネ ジメ ン トの支援,十 分 な資
源,教 育 ・訓練 な どが,ABC導 入 の成功 に重 要 な影響 を及 ぼす こ とが 明 らか
に さ れ て い る。 こ の 研 究 は,そ れ 以 降 の 研 究 の ベ ー ス と さ れ て お り,
ABC/ABMの 導 入 に影 響 を及 ぼす と考 え られ る様 々 な行 動的 ・組織 的要 因が
追加 され なが ら,数 多 くの実証研 究が行 われ てい る。(Foster&Swenson,1997
;McGowan&Klarnmer,1997;Krumwiede,1998;Anderson&Young,1999)。
2導 入のコンテクス トに関する要因
ABC/ABM導入 プロセスにおける行動的 ・組織的 な要因を重視す るアプ
ローチでは,導入 に伴う抵抗 を克服するための導入戦略が重要な成功要因であ
るとされる。言いかえれば,ど のような組織であっても,導入プロセスにおけ
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る行動的及 び組織 的 な要 因 を上手 くマネ ジメ ン トす るこ とに よって,導 入 に対
す る抵抗 を克服 し,ABC/ABMの 導 入 を成功 させ る ことが で きる と考 え られ
てい るのであ る。 しか し,ABC/ABM導 入 の成功 に影響 を及 ぼすの は,導 入
プロセス にお ける行 動的 ・組織 的要 因だけで はない。 なぜ な ら,ど の よ うな コ
ンテ クス トの 下 でABC/ABMが 導入 され るの か とい う ことが,ABC/ABM
導入 の意思決定,導 入 プロセス,導 入 に対す る抵抗,導 入 の成功の程度 な どに
対 して影響 を及 ぼす か らであ る(Anderson,1995b;lnnes&Mitchell,1995;
Gosselin,1997;Malmi,1997;Krumwiede,1998;Chenhall&Langfield-Smith,
1998;Anderson&Young,1999)。
まず組織 の直面 して いる外部環境 が,ABC/ABMの 導入 や成功 の程度 に対
して 影響 を及 ぼす(Anderson,1995b;Krumwiede,1998)。GM社に お け る
ABC/ABMの 取 り組 み に 関 し て フ ィー ル ドス タ デ ィ を 行 っ たAnderson
(1995b)では,金 属 ス タ ンピ ング工場 にお いて,ABCが 早期 に導 入 された
理 由 として,熾 烈な競争 に よって コス ト削減へ の圧 力が 強い ことや環境 の不確
実性 が高い こ とが指 摘 されてい る。同様 に,Krumwiede(1998)におい て も,
製 品やプ ロセスの多様性が もた らす潜在 的 な原価 の歪みや競争 環境 に よって も
た らされ るABC情 報の意 思決 定有用性 が,ABCの 導入 に対 して影 響 を及 ぼ
す と指摘 されてい る。
また,事 業戦 略 と組 織構造 がABC/ABMの 導入 に影響 を及 ぼす。Gosselin
(1997)では,カ ナ ダの製造企 業 のSBUを 対象 と して,事 業 戦略 と組織構 造
がABCの 採 用(adoption)及び導入(implementation)に及 ぼす影 響 につ い
て調査が行 われてい る。 この調査結 果に よれ ば,事 業戦略 に関 して,プ ロスペ
ク ター戦 略(prospectorstrategy)を採用 す るSBUほ ど,ア クテ ィビテ ィ ・
マネ ジメ ン トを採用 してい る程度 が高い。 これは,プ ロスペ クター戦 略 を採用
してい るのが革新的 な組織 で あるため に,オ ペ レー シ ョン ・マ ネジメ ン ト同様
に,会 計 システム において も革新 を採 用す る傾 向が強 いためであ る。組 織構造
に関 しては,垂 直的分化 の程度 が高 いほ ど,ABCを 採用 す る傾 向が 強い。 ま
たABCの 採用 の意志 決定 を行 った企業 の 中で,集 権化及 び公式 化の程 度が高
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いほ ど,そ の導 入に成功 してい るとい う結果が示 されてい る。
さ らに,タ ス ク環境や技術 がABC/ABMの 導入 に影響 を及 ぼす よ うであ る。
この点,ABC/ABMが,し ば しばTQMや リー ン生産方 式 と伴 に利用 されて
い る ことが明 らかに され てい る(Anderson,1995b;Innes&MitchelLl995)。
また,Shields(1995)やFoster&Swenson(1997)におい て も,品 質 目標
と リンク してい る ことが,ABC/ABM導 入の成 功 に重 要 な影響 を及 ぼす こ と
が明 らか にされてい る。
最 後 にMalmi(1997)では,フ ィ ンラ ン ド企 業のSisu社にお け るABC導
入 プ ロ ジェ ク トの ケース ス タデ ィを通 じて,ABCの 導 入 に対 す る抵抗 は,
ABCの 実施 に伴 うコス トとベネ フ ィッ ト,組 織 にお けるパ ワー関係,組 織文
化 な ど様 々な源 泉か ら生 じる もので あるが,こ れ らの源泉 は基本 的 に構造 的な
ものであ るこ とか ら,導 入 プ ロセス の有効なマ ネジメ ン トが必ず しも導入 を成
功 に導 くわ けではない こ とが指摘 されてい る。
3ABC導 入の成功評価
ABC/ABMに関する導入研究の特徴の1つ は,導 入 プロジェク トの成功の
程度について評価が行われる点である。これまで多 くの実証研究では,企 業間
や プロジェク ト問で成功の程度が異なっていることが明 らか にされている
(Shields,1995;Swenson,1995;McGowan&Klammer,1997;Foster&
Swenson,1997;Krumwiede,1997;Anderson&Young,1999)。
それでは先行研究において,ABC/ABM導入の成功の程度を評価するため
に,ど のような評価尺度が用いられてきたのであろうか。第3節 でも述べたよ
うに,初 期の議論では,ABC/ABMシステムによって提供 される正確 な原価
情報によって,経 営上の意思決定が改善されるという点が強調 された。そのた
め多 くの先行研究において,意 思決定に関連する評価尺度が利用 されてきた。
まず意思決定に関連する尺度 としては,ABC/ABM情報が意思決定において
どれくらい利用 されているかという尺度があげられる。この評価尺度によれば,
ABC/ABMシステムによって提供 される情報が利用 される程度が高いほど,
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よ り成 功 の程 度 が 高 い とみ な さ れ る(lnnes&Mitchell,1995;Krumwiede,
1998)。また同様 に意 思決 定 に関連 す る もの と して,ABC/ABM情 報 の単 な
る利用 では な く,情 報 に基づ いて どれ くらい行動が な され ているか とい うこと
も成功 を評 価 す る た めの 尺 度 と して用 い られ る。 この 評価 尺 度 に よれ ば,
ABC/ABMシ ス テム に よって提供 され る情報 によって,そ の情 報が ない場合
と比べ て,行 動 の変更の程 度が よ り大 きい場 合 に,成 功 の程 度が高い とみな さ
れ る(Cooperetal.,1992;Argyris&Kaplan,1994;Anderson,1995b;
Shields,1995;Swenson,1995;Foster&Swenson,1997)。
またABC/ABM導 入 に よる金銭 的 なベ ネフ ィッ トに対す る知覚 も,導 入 の
成功 の程度 を測定 す る評価尺 度 と して用 い られ る(Shields,1995)。この場合,
導入 の成功の評価者 にとって,情 報 を収集 す るコス トよ りも当該 情報か らもた
らされるベ ネフ ィッ トが よ り大 きい とみな され る場合 に,導 入 の成功の程度 が
高 い とみ なされる。
さ らに,ABC/ABM導 入 の成功 を評価 す るため に用 い られてい る もう1つ
の方法 として,導 入 プロジェ ク トの全般 的な成功 につ いて,管 理 者や従業員等
の知覚 を測定す る方法が とられ る。 この場合,成 功 に関 して特 別な定義が与 え
られない。 したがって,評 価 者はそれ ぞれの立場 に基づ き導入 の全 般的 な成功
につ いて評価 を行 う(Shields,1995)。
しか し,多 くの先 行研究 の中 で,ABC/ABM導 入 の成功 の程 度 を評価す る
こ との困 難 性 が 指 摘 され て い る(Shields,1995;Foster&Swenson,1997;
Malmi,1997;McGowan&Klammer,1997;Anderson&Young,1999)。なぜ
ABC/ABM導 入 の成功 を評価 す る こ とが困難 なのであ ろ うか。 この点,い く
つか の原因が考 え られ るが,主要 な もの と して以 下の2つ の ものが あげ られ る。
ま ず,ABC/ABM導 入 の 成 功 評 価 が 困 難 で あ る 原 因 の1つ は,
ABC/ABMの 導入 に対 して,ト ップマ ネ ジメ ン ト,利 用者 と して の従 業 員,
会計担 当者,シ ステム設計者 な ど,様 々な利害関係者 が関 わってい るこ とであ
る。 これ らの利害 関係者 は,そ れぞれ に異 な る目的 をもっている ことか ら,全
て の利害 関係 者が合 意 しうる よ うな成功尺 度 を見 いだす こ とが困 難 なので あ
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る。Malmi(1997)では,Susi社におけるABCプ ロジェク トの事例が紹介
されているが,こ の事例においては同一のプロジェク トであ りながら,上級管
理者による評価 と現場のマネジメントによる評価が異なっていると報告されて
いる。このように同一のプロジェクトであっても,多様な利害関係者間で成功
評価が異なる可能性があるにもかかわ らず,多 くの先行研究では,特 定の利害
関係者による評価が,導 入プロジェク トの評価 とされている。
また,ABC/ABMシステムが,意 思決定以外に,多 様な目的のために利用
されることも,導 入の成功評価 を困難にしている。この点,Malmi(1997)
では,Susi社において上級管理者によって戦略的な不確実性 をモニターする
ためにABCシ ステムが利用 された事例が報告 されている。このケースでは,
ABCシステムから提供される情報が,何 らかの意思決定のために利用 された
わけで も,行動の変更がな されたわけで もないにも関わらず,上 級管理者は
ABC導入プロジェク トが成功 したものと評価 している。このケースに基づい
て,Malmi(1997)では,ABC/ABMの導入の成功及び失敗の評価に関して,
従来的研究において採用 されてきた意思決定に関連した成功評価が限定的すぎ
ると批判 し,多様な利用方法に照 らし合わせて,評 価がなされるべ きであると
指摘 されている。
以上のように,ABC/ABMの導入の成功 を評価す ることは容易ではない。
こうしたABC/ABM導入の成功評価の困難性 は,導 入プロセスにおける行動
的 ・組織的要因及びコンテクス ト要因が導入の成功 に対 して及ぼす影響を特定
することを困難にする。 しかし,最近の研究の中では,こ うした困難性を克服
しようとする試みも見受けられる。
興味深 い試みの1つ として,Foster&Swenson(1997)があげられる。
Foster&Swenson(1997)では,先 行研究において採用されている多様な成
功評価尺度の相互関係を明らかにするという目的で,2つ のアプローチ(演 繹
的分類アプローチと因子分析アプローチ)に よって認識された導入の成功評価
尺度 と導入プロセスにおける行動的 ・組織的な要因との関係について実証研究
が行われている。 この研究では,ま ず演繹的分類アプローチ として,① 意思決
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定 利用(decisionuse),②意 思決 定行動(decisionactionstaken),③金銭 的
な改 善(dollarimprovement),④ABC/ABMの全 般 的 な成 功 に関 す るマ ネ
ジメ ン トの評価 とい う4つ の評価尺度 が認識 され,そ れぞれ につ いて成功 の程
度が評価 され ている。 また,因 子分析 アプ ローチ としては,① 意思 決定へ の利
用(decisionuse),②製 品 ・顧客へ の適用(product/customerapplications),
③職 能 ・管理 者へ の適用(function/managerapplication),④管理者 グループ
に よる成功 の知覚(managergroupsuccessperception)とい う4つ の要 因が
認識 された。 この調査 を通 じて,ど の よ うな尺度 によって導入の成功 を評価す
るか に よって成功 の程度が異 なる こと,そ れ らの評価尺 度間の相 関関係 も多様
で ある こと,採 用 され る成功尺 度 によって,各 要因が成功 に及 ぼす影響 が異 な
って いる ことな どが明 らか に されてい る。 この調査 は,多 様な成功尺 度 とそ れ
に影響 を及ぼす要 因 との関係及 び多様 な成功尺 度問の 関係 を明 らか に してい る
点で重要 な意義 を もってい る と考 え られ る。
もう1つ の アプローチは,導 入 プ ロセス におけ る行動 的 ・組 織的要 因及 びコ
ンテ クス ト要因以外 に成功評価 に影響 を及 ぼす 要因 を明 らかに して い くことで
あ る。 これ までの研究 なの中で,導 入 プロセスにおけ る行動 的 ・組織 的要 因及
び コンテクス ト要 因以外 の要因が,導 入の成功 に対 して影響 を及ぼす こ とが明
らか に され て い る(Anderson,1995b;Malmi,1997;McGowan&Klammer,
1997;Krumwiede,1998;Anderson&Young,1999)。この こ とが行 動的 ・組
織 的要因及 び コンテ クス ト要因が成功 に及 ぼす影響 を明 らか に してい く上 で障
害 とな って きた。そ こで,い くつか の研 究 にお いては,行 動 的 ・組織的要 因及
び コンテ クス ト要因以外 の要因 を明示 的 に考慮 しなが ら分析が行 われ ている。
まずABC/ABM導 入 の成功 の程度 に対 して評価 を行 う人 々の属性 が影響 を
及 ぼす 。例 え ば,上 述 したSusi社の事例 で は,同 一のABCプ ロ ジェ ク トに
対 して,上 級管理 者 と現場 管理者の成功 に関す る知 覚が異 なってい る と報告 さ
れて い る(Malmi,1997)。また,Foster&Swenson(1997)やAnderson&
Young(1999)の実証研 究 において も,部 門管理者 に よる評価 と管理者 グルー
プに よる評価が異 なっている ことが示 されてい る。
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ついでABC/ABM導入のプロセスの成熟度が影響を及ぼす。GM社 におけ
るABC導 入 の取 り組 みについて フ ィール ドス タデ ィを行 ったAnderson
(1995b)では,導 入プロセスを6つ のステージに区別 し,個人の属性,組 織
的要因,技 術的要因,タ スクの属性,外 部環境等が,各 ステージに及ぼす影響
が調査 され,各 要因が及ぼす影響は,導 入の各ステージ毎に異なっていること
が明らかにされている。また,こ うした導入プロセスの成熟度による影響は,
Krumwiede(1998)による実証研究においても確認 されている。
V管 理会計における導入研究の意義 ・方法論 ・限界
1「 管理会計の遅れ」と導入研究
ABC/ABM導入 に関する先行研究か らも明 らかなように,新 しい管理会計
システムの導入は,技 術的な革新のみならず,管 理的な革新 としての側面を有
しているために,様 々な抵抗を伴 う。そのため仮に新 しい管理会計 システムの
導入の意思決定が行われたとしても1従来の技術的思考及び経済合理主義が想
定するように,必 ず しも速やかな導入が行われるとは限らない。すなわち 「管
理会計の遅れ」 は解消されないのである。現在行われている導入研究は,「管
理会計の遅れ」に対 して従来的思考に代わる新 しい説明を与え,新 しい管理会
計 システムの導入を成功 させるための条件を明らかにして くれる。この意味に
おいて,管 理会計における導入研究は,「管理会計の遅れ」 を解消 してい く上
で重要な意義 をもっていると考えられる。
管理会計システムの導入を成功させ るための条件を明らかにしようとする研
究は,成 功要因識別型研究とプロセス記述型研究 に大別することがで きる。成
功要因識別型研究とは,管理会計システムの導入の成功に影響 を及ぼす要因を
特定してい くタイプの研究であ り,先行研究の多 くがこのタイプの研究に含 ま
れる(Shields,1995;Swenson,1995;Foster&Swenson,1997;McGowan&
Klammer,1997;Krumwiede,1998)。管理会計 システムの導入を成功させる上
で,導 入の成功に対 して何が重要な影響 を及ぼすのかとい うことを認識するこ
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とは大切である。なぜなら管理会計 システムの導入を行お うとする管理者に対
して,導 入を成功させるために何に注 目すればよいのかについて有用な示唆を
与えて くれるからである。
しか し,こ うした成功要因識別型研究が万能 というわけではない。この点,
Malmi(1997)においては,ABC導 入に関する成功要因識別型研究(factors
modelと呼ばれる)の 欠点 として,次 の2つ の点が指摘されている。まず第1
の欠点として,成功要因識別型研究では,管 理者が情報を収集 し活動を統制す
るために有 している代替的で補完的な情報の収集方法が見過ごされることが指
摘されている。通常,管 理者は取 りまく不確実性を削減するために,非公式な
ものも含めて多様な方法によって情報収集を行っている。 したがって,管 理者
が既にどのような情報源を有しているかということが,新 しい管理会計システ
ムの導入に対する態度に影響を及ぼす と考 えられる。 しか し,これまでの成功
要因識別型研究では,そ うした代替的な情報源の存在や影響が明示的に認識さ
れてこなかった。
もう1つの欠点は,成 功要因識別型の研究において,導 入プロセスにおける
多様な利害関係者の存在が見過ごされる点である。上述 したように先行研究の
多 くが,導 入の成功について特定の利害関係者のみによる評価によっている。
そのため従来的な成功要因識別型研究においては,特 定の利害関係者の成功評
価に影響 を及ぼす要因が認識 されるとしても,他 の利害関係者の成功評価やそ
れに影響 を及ぼす要因についてはほ とんど考慮 されてこなかったのである。
このような成功要因識別型研究の欠点を補完すると考え られるのがプロセス
記述型の研究である。プロセス記述型の研究とは,フ ィール ドリサーチなどに
よって特定の導入プロセスで起 こる出来事 を詳細に記述 してい くアプローチで
あ り,先行研究としてはAnderson(1995b)やMalmi(1997)などが含まれる。
プロセス記述型の研究には,次 のようなメリッ トがあると考えられる。まず
プロセス記述型研究 を行うことによって,単 に成功要因を識別するだけではな
く,導入プロセスが進展 してい く中で,多 様な要因がどのように相互作用をす
るのかについて記述することが可能になる(Anderson,1995b)。また,プ ロセ
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ス記述型の研究 を通 じて,管 理会計システムの導入プロセスにおける多様な利
害関係者の存在 を明示的に認識することが可能になる。このことが,導 入プロ
ジェクトの成功について,よ り包括的に評価することを可能にす るとともに,
管理会計システム導入に伴 う抵抗について理解を深めることに役立つ と考えら
れる(Malmii1997)。
しかし,フ ィール ドリサーチを中心 とするプロセス記述型研究にも,外 部妥
当性が低 く一般化が困難であるなどの欠点がある。そこで成功要因識別型の研
究 とプロセス記述型の研究が相互補完的に行われることが望 ましいと考えられ
る。
2新 しい管理会計システムの開発と導入研究
管理会計における導入研究は,管 理会計システムの導入を成功 させるための
条件を明らかにす るだけではない。なぜなら管理会計システムの導入を研究対
象 とすることによって,当 該システムに関する新 しい知識が生み出されるから
である。導入研究のこうした役割は,特 に,新 しい管理会計 システムの開発 を
行う上で重要な意味をもっている。新 しい管理会計 システムの開発 に果たす導
入研究の役割に関 しては,ABC/ABMやバ ランス ・スコアカー ドなど革新的
な管理会計手法の開発 と普及に関わった経験 をふまえながら,イ ノベーシ ョ
ン ・アクション ・リサーチ(lnnovationActionResearch)という研究アプロー
チを提唱 しているKaplan(1998)の以下のような議論が参考になる。
従来的な社会科学やマネジメ ント研究の多 くの場合,研 究者は既存の現象や
手法に関する理論 を開発 し検証するために,第三者的な立場からその現象や手
法について記述 を行ってきた。 しか し,イ ノベーション・アクション ・リサー
チにおいて,研 究者は既存の現象を記述するにとどまらない。研究者は,コ ン
サルティング的な立場か ら,何 らかの問題を抱えている組織 とともに,そ の問
題の解決に取 り組む。また研究者は,そ の過程の中で積極的な介入を行い,現
状に対 して変化 を与え,組織が問題を解決するための新 しいアイデアを生み出
すことの手助けを行う。 さらに研究者は,生 み出されたアイデアを組織が有効
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に導入するために,チ ェンジエージェン ト(changeagents)としての役割を
果たすことが期待される。こうしたイノベーション ・アクション ・リサーチの
下で,研 究者は現状を所与として記述を行 うのではなく,現状を作 り変 えるこ
とによって,そ れまでなかった新 しい現象を作 り出 してい くのである。
イノベーション ・アクション ・リサーチは,① 革新的な実務の観察 と記述,
②革新に関する言及,③ ジャーナルや書籍での公開,④ 新 しい組織への当該コ
ンセプ トの導入とい う4つのステップか らなるサイクルを繰 り返すことにより
実施される。このサイクルの中で,導 入研究に関連するのは,特 定の組織で生
み出された革新的なアイデアが他の組織に対 して導入される第4番 目のステッ
プである。このステ ップには,い くつかのメリッ トがあるが,そ の中の1つ と
して,新 しいアイデアに関する新 しい学習の機会が提供 される点が指摘 されて
いる4)。この点,Kaplan(1998)では,ABC/ABM開発に関する以下の よう
な事例が紹介されている。初期の段階においては,ABC/ABMの役割 として
正確な製品原価情報の提供が重視 され,ま たコス ト・ドライバー としては,段
取や注文 といった取引 ドライバー(transactionaldrivers)が利用されてきた。
しかし,他 の組織 に適用する過程において,製 品だけでな く顧客が原価対象 と
されるようになったこと,ま たコス ト・ドライバーに関して,取 引 ドライバー
の み な らず,時 間 ドラ イバー(durationdrivers)や強 度 ドラ イバー
(intensitydrivers)などの分類がなされた ことなど,ABC/ABM理論にお
ける重要な部分が付け加 えられたのである。
以上の議論か らも明らかなように,管 理会計 システムの導入プロセスは,当
該システムに関する学習機会を提供 して くれる。特に,ま だ開発されたばか り
の新 しい管理会計システムについては,他 の組織への導入の過程で,当 該シス
テムの重要な部分に関する知識が付け加えられる可能性がある。管理会計のレ
4)こ のステップのこの他のメリットしては,あ る組織で生み出された革新的なアイ
デアが他の組織においても妥当性 をもつのか検証できること,組 織がアイデアを
有効に導入するための条件が明 らか にされ ることがあげ られている(Kaplan,
1998)。
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リバンスロス トが指摘される中で,新 しい管理会計 システムの開発を行 う上で
の導入研究の役割が今後ますます重要になって くるものと考えられる。また,
導入を通 じて新 しい管理会計 システムを開発 していく上では,1つ のサイ トに
縛 られることなく,複数の組織における導入プロジェク トに関与することがで
きる研究者が大 きな役割を担 うもの と考 えられる。
3導 入研究の前提と限界
導入研究は,管 理会計システムの導入を成功させるための条件を明らかにし
てくれるが,現在行われている導入研究に限界がないわけではない。以下では,
現在行われている導入研究の限界について考察を行 うが,そ のためにはまずそ
れらの研究において,暗 黙のうちに前提 とされている点について検討 しなけれ
ばならない。
一般に,組織が管理会計 システムを導入するプロセスは,当該 システムの評
価がなされ,採 用(adoption)の意思決定がなされるまでの段階と,それ以降
の実際に導入(implementation)が行われる段階に大別される。 この点多 くの
先行研究では,採 用の意思決定が行われた後の導入の段階に主要な関心がおか
れてきた。これは多 くの導入研究において,管 理会計システムの採用の意思決
定がなされたとして も,組織的な抵抗によって,必 ず しも速やかな導入がなさ
れるとは限 らないという点が問題 とされてきたからである。
しか し,このように導入の段階が注 目される一方で,管 理会計システムの採
用の意思決定に関 しては,十 分な関心が払われてきたとは言えない。そのため
にこの段階については,暗 黙のうちに従来的思考である経済的合理主義が前提
とされて きたと考えられる。つまり,導入研究の多 くが,組 織の経済的な動機
によって,管理会計 システムの導入が行われることを前提 としているのである。
しか し,実際には,組織の経済的な動機以外の要因によって,管 理会計 シス
テムの導入が行われる。この点,Malmi(1999)では,イ ノベーションの普
及及び組織変革における先行研究に基づきながら,管理会計の普及を説明する
パースペクティブ として,① 経済的選択(efficient-choice),②強制的選択
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(forcedselection),③ファッション(fashion),④ファッド(fad)という4
つのものが指摘 されている。これらのパースペクティブは,そ れぞれ以下のよ
うな特徴をもっている。
まず経済的選択のパースペクティブによれば,組 織が経済的な動機によって
管理会計システムを導入するとみなされる。 この場合,組 織 は,環境変化によ
ってもたらされる業績ギャップを解消するために,合 理的な意思決定を行い適
合的な管理会計システムを導入するのである。
また,強 制的選択のパースペクティブによれば,政 府機関等による強制によ
って管理会計 システムの導入がなされるとみなされる。この場合,組 織 には強
制 された管理会計システムを導入する以外の選択肢はなく,組織の意思に関わ
らず導入がなされる。
ファッション ・パースペ クティブによれば,コ ンサルティング会社,ビ ジネ
ススクール,マ スメディア等の流行 を作 り出す組織(fashion-settingorganiza-
tions)が,管理会計 システムの普及に対 して大 きな影響を及ぼす とされる。
この場合,強 制的選択の場合 と比較 して,強 制の度合いは小 さい。
最後 にファッド・パースペクティブによれば,組織 は他の組織 を模倣するこ
とによって,管 理会計システムの導入を行 うとされる。このパースペクティブ
によれば,不 確実な環境において,組 織は正当性を確保するため,あ るいは競
争企業が競争優位 を獲得するリスクをなくすために,他 の組織 において採用 さ
れている管理会計 システムを模倣するとされる。
Malmi(1999)では,フ ィンラン ドにおけるABC/ABMの普及に対 して上
記の要因がどのような影響を及ぼすのかについて調査が行われ,普 及の段階に
よって4つ の要因が及ぼす影響が異なっていることが明 らかにされている。例
えば,普 及の初期の段階で導入を行った企業においては,経 済的選択によって
導入が行 われるが,次 の段階では,コ ンサルティング会社等が重要な影響を及
ぼす。 また,そ れ以降の段階では,模 倣 と経済的選択が重要な役割を果たすこ
となどが明 らかにされている。
このように組織の経済的な動機以外の要因によって,管 理会計 システムの導
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入が行われるとすれば,「管理会計の遅れ」についてもこれ までとは異なる解
釈が可能 となる。これまで多 くの導入研究では,経 済的な動機によって管理会
計 システムの導入が試みられるにも関わらず,組 織的な抵抗によって導入が阻
害 されることが,「管理会計の遅れ」の主要な原因であると考えられて きた。
すなわち,「管理会計の遅れ」 とは,当 然導入 されるはずの経済的にメリッ ト
をもつ管理会計 システムが組織に導入されない現象であり,当然なが ら解消す
べ きものであるとみなされるわけである。
しか し,組織の経済的な動機以外の要因によって,管 理会計システムの導入
がなされるとすれば,経 済的なメリットがあるからといって,必 ず しもその管
理会計システムが導入されるわけではない。 したがって,経 済的なメリッ トを
もつ管理会計 システムが導入されないという意味での 「管理会計の遅れ」 は問
題 とされることはない。そのため仮に 「管理会計の遅れ」がみ られたとして も,
必ず しも解消すべ き対象 とみなされることはないのである。
以上のように考えてくると,現在行われている導入研究の 「管理会計の遅れ」
を解消する上での役割について,一 定の限定を設ける必要があることが理解さ
れる。すなわち,現 在行われている導入研究が,「管理会計の遅れ」 を解消す
る上で重要な役割を果たし得るのは,組織の経済的な動機に基づいて管理会計
システムの導入が行われる場合に限定 されるのである。
v【 むすび にかえて一 日本企業 とABCIABM
本論文では,近年,管理会計の領域で関心が高まっている導入研究に関して,
特 にABC/ABMの導入 に関する先行研究 を参考 にしなが ら考察を行ってき
た。現在行われている導入研究は,「管理会計の遅れ」 に関して,技 術的思考
や経済的合理主義といった従来的思考に代わる新 しい視点をもた らし,管理会
計システムの導入を成功 されるための条件を明 らかにしてくれる。また,特 定
の管理会計システムが複数の組織に導入されるプロセスを観察することは,当
該 システムに関する新 しい知識 を生み出すための学習の機会を提供 して くれ
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る。 したがって,管 理会計における導入研究は,組織の経済的な動機によって
導入が行われることを前提 としているという一定の限界があるとはいえ,今後
ますます重要になってくるものと考えられる。
最後に,今後の課題 として,日本企業 におけるABC/ABMの普及に関 して,
若干の言及 を行いむすびにかえることにする。現在ABC/ABMを本格的に導
入 してい る 日本企 業 は必ず し も多 くない。 これ まで 日本企 業 におい て
ABC/ABMが導入 されない理由に関 しては,JITやTQCを中心 とする日本
企業の製造現場においては,非 財務的な尺度が重視 されることから会計情報に
対するニーズが低いこと,ま た既 に日本企業の多 くでは,直 課などを通 じて精
緻な間接費の配賦がなされているために,ABC/ABMを導入 して間接費の配
賦計算の精緻化する必要性が小 さいことなどが指摘されてきた。つ まり,日本
企業のニーズにABC/ABMが必ず しも適合 しないという経済的観点から説明
がなされてきたのである。
しか し,多 くの 日本企業が長期的に低迷 している主要な原因が,オ ペー レー
ショナルな製造現場 よりも,研究開発,製 品開発,物 流や流通,マ ーケティン
グ活動,間 接部門等にあ り,またそ うした領域でのABC/ABMの有用性が指
摘 されていることを考慮すれば,日 本企業においてABC/ABMが一定の役割
を果たしうるものと考え られる。すなわち,ABC/ABMは,日本企業におい
ても一定の経済的メリットをもっていると考えられるのである。
このように考えると,日 本企業 においてABC/ABMが導入 されない理由を
経済的な観点から説明するだけでは必ずしも十分 とは言えない。つまり,日本
企業の経済的動機以外の要因が影響を及ぼ している可能性があるのである。そ
こで日本企業におけるABC/ABMの導入に関して,組 織の経済的動機以外の
制度的な要因も含めなが ら分析 を行 うことが今後の重要な課題 となると考え ら
れる。
〔付記〕本論文は文部省科学研究費助成金(奨 励研究A)に よる研究成果の一
部である。
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